
2024年度 ネ申奈川大学エクステンション講座 実施記録

講座
地学を楽しみ災害対策を考える

【講座趣旨】
能登半島地震は、M76の地震を想定できなかつた反省が残りましたが、巨大な地震が大地を隆起し、陸地を産み出す
事実も日の当たりにしました。また、現地を視察してみると、地域の耐震性の低さと、地盤による被害程度の差も全国的
な課題と認識されました。そこで、今回のエクステンション講座では、関東平野、神奈川県の驚異の生い立ちを学ぶこと

を・ベースに、表層の地盤の問題、そして能登半島地震を踏まえて考える「耐震化J推進の問題を考えます。

期 目
2024年 11月 16日・30日 (■ )
12月 7日 (■ )14:00～ 15:30 受講者数実績 39名 (うち「l・ F災塾・だるまJ会員6名 ) 受講料 4000円

講 師名 プロフイール 演 頴 記 録 要 旨 記録者コメント(鷲山龍太郎 )

11/16
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驚山龍太郎

蔚橋雅紅
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序学。関東
地方の地質
を調べ日本
列島の成り立
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日本海の拡
たによつて形
支された関
東平野下の
二大な基盤
D』み～」

関東平野の地下には巨大な基盤 /~凹 みが存在することが半」明。それは

横浜地域で深さ4000mに 達する。この凹みは日本列島が大陸から分離
する過程でグラーベン、ハーフグラーベン(正断層)として形成された。そ

れを堆積物で充填したのが開東平野である。
300万年前に、フィリピン海プレートは 1ヒ上から、北西方向へと進行方

向を変えた。このため太平洋プレートの圧縮力は日本海溝を移動させ、
東北地方を東西に圧縮することとなつた。この結果、東北地方は陸化産
lLl化が進行した。日本の平野はその圧縮によつてもたされた断層上にで

きており、阪神淡路大震災なども、産地と低地の境にある断層が動いてい

る。
この幾何学的な大地の動きは紙模型から発見された。受講者はプレート
置動を作業的に体感できるl■模型の組み立てと操作により、日本列島が

誕生していくメカニズムを体験し、豊富な映像からその操作今物語を学ボ
ことができた。

第198回談義の会でご講装をいただいた高
橋雅紀先生に、関東平野の誕生に焦′点を当
てたご講義をいただいた。1700万年前から
の始まった日本列島の大陸からの分離による

裂け目の位置が関東平野である。「山国誕
生Jの動力は大平洋プレート、騎手はフィリピ
ン海ブレートという高橋先生の比

'ま

が面白
い 。

山国 日本列 島を生み 出してくれた両プレーヽ

卜、そしてその圧縮によって生まれる海溝型

地震と内 l■型地震と共存 していく我らが宿命

を改めて認識 することができた。

11/30
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高III清 美
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神奈川の大

地の成 り立ち

と火 山や地

震とのかかわ

神奈川の大地の成り立ち

丹沢山地をつくる岩石

約1700～600万年前の海底火山噴出物と深成岩日本海の拡大と伊豆小
笠原弧の衝突約1500万年前丹沢山地の地層ができた場所ネ申奈りの地

詩図
大磯丘陵と二浦半島 約1700～ 600万年前の堆積岩大磯丘陵をつくる地

書
約1700～ 500万年前のIt積岩約600万年前大磯丘陵・三浦半島の地層
ができた場所
多摩丘陵約100万年前 多摩丘陵の基盤の地層ができた場所多摩丘陵を
つくる出也薄ヨ

結根火山箱根火山の形成 4023万 年前 約40万年前から活動が始まる
火山灰が関東平野を覆う=関東コーム層東京軽石層
自然現象は地球の営みなので、起きることも、上めることもできません。
自然現象が人間に被害をもたらすのが、自然災害です。
自然現象を上めることができませんから、自然災害も上めることは困難
です。
自然は、人間の想像を超えることが多々あります。備えをしても、防げな
′ヽこともあります。まずは、避難することを考えましょう。
文明が発達すればするはど、被害は大きくなる(寺 田賞彦)

神奈川県における地学研究を指導しその研

究の変遷を俯腋されてきた平田大二先生に
ご講演をいただくことができた。
神奈り県の最古の岩石の誕生から、丹沢の

衝突、大磯丘陵や,三浦半島の誕生、箱根

火山の活動など、神奈川県が今の姿になつ

てきた物語を豊富な画像でご説明いただい

た。
文明が発達すればするほど、被害は大きくな

る(寺 田寅彦)という言葉を弓用して講義をま
とめれた。
自然を知ることと、適切な避難行動の必要を
示された。
防災の基本の一つが自然との共生であること

を改めて理解できるご講義だつた。
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進行

山田美智子
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D2024年能登半島地震の建物被害
ン2024年能登半島地震について建物被社 地盤の関係について、地盤の液状化
の影響もあるが、建物構造の耐震性が低く強震 l llに 耐えら責1なかったと考えられ

る。

D地盤構造の違い→ F‐l東平野の成立ち
,lll形・地質の配列の骨格を決めるのは地

~3t変
動

>低地の地形と地盤を決めるのは低地を形成した河川の土砂運搬能力
ヽこれらに人為による変化がプラスされ、現在の土地条件が形成されている

D建物の揺れ方→液状化被害と共振現象
>防災的な観点で地盤構造を把握するのに常時微動の矛け活用は有益である
地面が交通や工場などの人間活動や、波浪など自然等の、人間が感じない微4堵
地面の揺れ → tLl盤構造を反映する

D表層地盤の特性と常時徴動の利活用
》地盤構造の成立ちと構造が異なり、地盤震

~rl特
性を広域的に理解し、地震災害

舒 測することが重要であり、その調査方法として常時微動を活用することが有用
であると考えられる。
ヽその事例として 横浜市における結果を説明した。その結果、同期特性は地盤
の硬軟と良く整合する。また、HIヽスペクトル比から求まる卓越周期と増幅率から地

盤ハザードを.L価した結果、地盤の危険度評価として有用であつた。

31申奈りの地盤リスク
ン微動アレイ観測により、相模平野を対象に2次元地盤構造の推定を行った。その

結果、地盤ハザードが大きく、地震災害リスクが高くなる理由が明らかとなった。
ン常時徴動観測結果からイ1奈りの地盤リスクを評価

=た
結果を説明した。

今年の4月 、荏本孝久先生と佐藤孝治先生と

能登半島調査に同行させていただいたの

で、先生の地盤と被害を調査する視.ほを間
近に学ばせていただいた。
奥能登を行くと、岬と入江の繰り返しになる
が、地盤が硬い岬の部分で|ま、僣J壊している

家は少なく、地盤が軟弱であつたり、砂地で

あつたりする入江の集落には倒壊家屋が見ら

れ、さらに津波が襲つている。
耐震化推進も、特に地盤のよくない地域を侵
先すべきであるという先生の見解に共感す
る。
先生が研究してきた神奈川県の地盤も、常時
微動の調査から、川沿いの低地部には震度

増幅が起きる軟弱地盤が多いことは、能登半
島よりも深刻であり、
地盤に対応した耐震化推進が地震防災の基
本とL夕て極めて優先課題であると思われる。
本会の提言としても発信していきたいところで

ある。
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1 大iLj展でも命を守るには ?地震に強い家とは ?
1)木造の建築時期別の被害状況 (2016熊本地震/2024能 登半島地震 )
2)新築時の耐震基準で変栃 耐震性能 (順 耐桑 硼 耐震・2000年基準 )
熊本地震でも能登半島地震でも、新耐震基準でも被害がかなり出ている

実態が明ら力ヽ こなった。

2 自宅や実家の「耐震化J何から始めれば ?
1)「 耐震診断」を検討するポイント

ニまずは何年前に建てられた家か ?

2)市区町村の本造住宅耐震化促進事業一費用は ?補助金は ?
3 木造住宅の「耐訓 ヒJ「 耐震診鞠 「耐震改修工事 Jと は ?
1)「 耐震診断J「耐震補強計画」耐 震改修工事 J―評′点(基準 10以上)と
は ?

2)「耐震改修工事」の必要性と考え方

2000年耐震は、次の点が強化されている。
・地盤に対応した基礎 ・壁の配置バラレス

・壁の強度に応じた金具の使用・筋交いなどの金具固定

1 耐震.l■能を知るヒント・まざまな「地震対策 J
l)・tでもできる「我が家の耐震診断」・地盤による揺れの大きさ

自宅の耐震化は「自助 J「共助 |であり、一番の「防災まちづくりJ

低価格による耐震工事も取り組まれている。

2)防災ベッド/耐震シェルター・転倒家具の防止対策

本会会員であり、一級建築士の河原先生の

需義でこの講座を開じる計画であつたが、河

原先生の都合により、河原先生の資料を使
用して鷲山が代講することになつた。
地震による人命が失われることは、多くは、耐
震化が不足している家屋の倒壊よる。家屋の

削壊は火災の原因となり、津波からの遊難略
b塞ぐ。
日耐震基準の家屋は、助成制度を利用して

直ちに耐震診断、必要なら補強をするように

強く推進したい。しかし、熊本地震、能登半島

地震のデータからも、2000年耐震は被害が
少ないが、2000年より前の1981年築以1奉C
「新耐震基準Jの家屋にも大きな被害が出て
,ヽることが明らかになつた。地盤の悪さ×耐

震性の低さにより、任1壊は生じる。
何原先生は、実際にそれぞれの自治体の耐

震化事業を活用し、相談し、制度 tl用 を薦め
ている。また、低価格による耐震も効果を上

げていることから、その推進も本会として提言
していきたいところである。


